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１．「令和の里海づくり」モデル事業の概要 

生物の産卵場所、生息・生育の場、水質浄化、二酸化炭素の吸収・固定等、多面的な機能を有している

藻場・干潟等については、今後一層、保全・再生・創出を進めていくことが重要とされています。これらの沿

岸域は、元来美しい自然と人の営みが古くから共生してきた「里海」でもあり、瀬戸内海環境保全基本計画

（令和４年２月変更）においても、「瀬戸内海の水質改善」から、沿岸域のきめ細やかな栄養塩類管理や藻

場・干潟等の保全・再生・創出といった「地域の実情に応じた里海づくり」への転換を図るとの考え方が示さ

れています。 

また、2030 年までに陸と海の 30％以上を健全な生態系として効果的に保全することを目指す「30by30

目標」に向けた OECM（保護地域以外で生物多様性保全に資する地域）設定にむけた取組が進められて

おり、令和５年度からは「自然共生サイト」の制度が開始されています。さらに、藻場・干潟における炭素固

定機能（ブルーカーボン）への期待の高まりも見られ、令和４年４月に施行された改正瀬戸内海環境保全

特別措置法においては、再生・創出された藻場・干潟等も自然海浜保全地区に指定可能とされました。 

こうした背景から、瀬戸内海をはじめとした閉鎖性海域で行われる里海づくりが、様々な地域課題の同

時解決を図りかつ持続可能なものとなるように、環境省では令和４年度より、これらの里海の多面的機能を

生かして地域資源の保全と利活用（ヒト・モノ・資金など）の好循環を生み出すことを目指す「令和の里海づ

くり」モデル事業を開始しました。 

モデル事業については、応募内容をもとに、モデル事業事務局と採択団体との間で請負契約を締結し

て実施しました。モデル事業事務局は、それぞれの採択団体の事業の伴走支援を行いました。 

 

２． 令和４年度「令和の里海づくり」モデル事業について 

２．１ 事業団体の募集と採択 

令和４年度の「令和の里海づくり」モデル事業では、６月 27 日から７月 13 日まで事業団体の公募を行い、

応募のあった団体から審査を経て、表-1 に示す 10 団体を採択しました。 

 

２．２それぞれのモデル事業者の取組について 

採択された 10 団体が令和４年度にどのような取組を行ったかについて、以下に示します。 

①特定非営利活動法人 環境生態工学研究所 

宮城県にある松島湾では、その主要な海産物の1つであるアサリの収量が不安定であるという課題が

あります。そこで、東日本大震災以降の復興事業により造成されたアサリ場周辺においてモデル地区を

設定したうえで、そのモデル地区におけるアサリの個体数や殻長の関係、漁獲調査等を行いました。ま

た、地域の行政や事業者等と連携した情報発信を積極的に行いました。
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表-1 令和４年度「令和の里海づくり」モデル事業 採択団体一覧 

活動海域 応募者 
松島湾 特定非営利活動法人 環境生態工学研究所 

東京湾奥・荒川河口部 特定非営利活動法人 荒川クリーンエイド・フォーラム 

田辺湾 新庄漁業協同組合 
和歌山市加太・友ヶ島地域 一般社団法人 加太・友ヶ島環境戦略研究会 

大阪湾奥部 ENEOS株式会社 堺製油所 
赤穂市坂越地区 一般社団法人 あこう魅力発信基地 
岡山県海域 岡山水産物流通促進協議会 

広島県大崎上島町 一般社団法人 瀬戸内海エコツーリズム協議会 

大月町柏島 特定非営利活動法人 黒潮実感センター 

対馬市賀谷地先 特定非営利活動法人 賀谷藻場保全会 

 

②特定非営利活動法人 荒川クリーンエイド・フォーラム（東京都/東京湾奥・荒川河口部） 

東京湾にはかつて広大な湿地が広がっていたものの、相次ぐ開発によりそのほとんどが失われました。

そのような中、荒川下流域の泥干潟には一時的に東京湾から絶滅したと言われているトビハゼが復活し

つつあります。準絶滅危惧種であるトビハゼを指標種として、荒川下流域での参加型保全活動やモニタ

リング調査を実施すると共に、普及啓発ツールとしてステッカー、動画、web ページを作成しました。 

③新庄漁業協同組合（和歌山県/田辺湾） 

和歌山県田辺湾周辺に生育し田辺湾の春の特産品としても知られている、大型の海藻の一種である

ヒロメは、需要の高まりに対して生産量が減少しています。漁獲量増加のため、ヒロメの種苗安定生産の

構築に向けた取り組み、ヒロメの養殖規模拡大に向けた養殖海域や設備、手法、管理体制の見直し、ヒ

ロメの PR 活動や加工品等の商品開発、ヒロメ養殖自体を観光メニューとした種糸の植え付け、養殖管

理、収穫、調理等の体験メニューを通じて海の環境や海藻について学ぶツアー開発と PR 活動、といっ

た活動を行いました。 

④一般社団法人 加太・友ヶ島環境戦略研究会（和歌山県/和歌山市加太・友ヶ島地域） 

瀬戸内海国立公園の東端に位置する和歌山県の加太・友ヶ島では、過疎化や観光客の減少に伴う

地域力の低下や、漂着する海洋ごみによる環境価値の棄損が地域課題となっていることから、(1)加太・

友ヶ島地域の森里川海の地域資源の魅力や地域課題の発信、(2)関西都市圏の人々が現地でそれらを

体感できるツアー等のサービス開発と試行、を行うとともに、(3)観光協会など地域主体とツアー参加者

間の関係性の構築、(4)企画立案から実施に至る一連の活動における学生等との連携、に取り組みまし

た。 

⑤ENEOS株式会社 堺製油所（大阪府/大阪湾奥部） 

大阪湾奥部に面する企業所有護岸における藻場創出等の取組については、これまで、関連する技

術の現場への適用可能性が明らかでないなどの課題がありました。また、企業所有の護岸は安全上・保

安上の課題があり近づくことができず、地域住民と地元の海とのつながりの構築が難しい状況でした。 

そこで、堺泉北港にあるENEOS株式会社堺製油所地先の護岸において、小規模の海藻着生基質及

び種糸を設置し、海藻の成育状況のモニタリングを２回実施しました。さらに、これらの取組状況を堺製

油所の広報誌や大阪府の広報媒体を活用して地元住民等に情報発信しました。 

⑥一般社団法人 あこう魅力発信基地（兵庫県/赤穂市坂越地区） 
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兵庫県赤穂市の南東部に位置する坂越地区周辺の資源については、保護・保全の活動を行うこと自

体が目的化していることや、少子高齢化の進展によって環境保護・保全のための活動の規模が縮小し

ていることといった懸念がありました。 

里海・里山・まち並みといったかけがえのない地域資源を守り続けていくための新たな仕組みづくりと

して、先進地の視察、坂越地区の里海・里山のプロモーションや普及啓発のためのマップ作成、関係事

業者と地域住民間での理解の共有のためのワークショップ・セミナーの開催を行いました。 

⑦岡山水産物流通促進協議会（岡山県/岡山県海域） 

岡山では、海に存在した広大な浅い海と干潟、そこに広がる藻場によって豊かな魚食文化が育まれ

ていましたが、現在は所謂「地魚」の供給と流通が滞る状態となっています。地魚の生産、その後の流通、

消費を支えるためには岡山の里海の原点復帰、藻場の再生・保全、干潟の保全が重要課題であると考

えられました。このことから、低・未利用魚のブランディング・プロモーションにも活かすための普及啓発

ツールの作成や、情報発信及び普及啓発ツールの活用検討、エコツアーの開発等を行いました。 

⑧一般社団法人 瀬戸内海エコツーリズム協議会（広島県/大崎上島町） 

環境学習（担い手育成）の観点も取り入れ、地域の学生を対象としたエコツアーを広島県の離島であ

る大崎上島町において 2 日開催しました。その際、エコツアー体験者にアンケートを実施し、課題等の

抽出を行いました。エコツアーには 2回で合計 20名が参加し、アンケートの結果は、ツアーが行われた

大崎上島町の漁協や観光協会に対してフィードバックを行い、ツアー参加者からの要望に対して中長

期的で継続的な仕掛けが必要等のご意見をいただきました。 

⑨特定非営利活動法人 黒潮実感センター（高知県/大月町柏島） 

高知県大月町柏島周辺海域では磯焼けにより藻場が失われ、それに伴う漁業資源の減少や、漁獲

物の変化など様々な問題が生じています。しかし、こうした環境の変化を日々肌で感じているのは一次

産業を主体とした「里海」で暮らす住民で、都市部に暮らす住民には伝わりづらいところです。 

そこで、藻場の状況把握調査、海藻食害生物の生息密度調査、地域資源の活用検討等の活動を実

施するとともに、関係人口の創出も視野に入れた、幅広い主体を巻き込むことも念頭に置いて、大月町

内に持続可能な里海づくりに関する協議会を設置しました。 

⑩特定非営利活動法人 賀谷藻場保全会（長崎県/対馬市賀谷地先） 

近年、対馬沿岸全域で磯焼けにより藻場が消失したといわれています。要因とされている気候変動に

伴う海水温の上昇、食害魚の増加、山や河川からの栄養塩の供給量の変化、海底湧水の減少、山から

の土砂の流入などを踏まえ、藻場のモニタリングや再生、植林等を通じた里山管理、島内外からの関係

人口づくり、未利用資源を活用した産品の販売普及啓発等に取り組みました。 

 

３． おわりに 

環境省では、令和４年度に引き続き今年度も「令和の里海づくり」モデル事業を進めており、今年度は

12 件の採択をしています(https://www.env.go.jp/press/press_01940.html にて公表)。モデル事業の実施

を通じて、採択団体が多様な主体と連携して持続的に取組を行うことができるようになり、その結果、各地

域における藻場・干潟の保全・再生等の取組が継続して行われること及び瀬戸内海等の地域資源がよりた

くさんの人に周知されて地域資源を用いた地域づくりが進むことを期待しています。 
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